
令和８年７月14日

厚生労働省 医薬局 総務課

令和８年度電子処方箋オンライン説明会

ー診療報酬改定でどう変わる？業務・経営面のポイントを解説！
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本説明会の開催趣旨

○ 令和8年度診療報酬改定や導入補助金を一つの入り口として、電子処方箋の導入と
活用について検討いただくことを目的としています。
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○ 厚生労働省では、医療DXを通じて必要な患者の医療情報を医療機関等において共有・活用できる
環境の整備を進めています。電子カルテを整備するすべての医療機関へ電子処方箋の導入を目指し
ています。

○ 電子処方箋は、複数の医療機関や薬局をまたいで患者の薬剤情報を一元的に把握できるため、重
複投薬や併用禁忌の確認支援など、医療安全の向上につながる基盤として期待されています。

○ 診療報酬や補助金は、電子処方箋の導入・活用を促進するための財政的・制度的措置です。本説
明会では、診療報酬改定や補助金の情報だけでなく、電子処方箋の基本的な仕組みや業務上のメ
リットに加え、日常業務の中でどのように活用していくのかという視点も含めご説明させていただきます。

○ 本説明会が各施設における電子処方箋の導入・活用を検討するきっかけとなれば幸いです。なお、導
入にあたっては、現在のシステム構成や運用状況、費用、スケジュール等を確認のうえ、必要に応じて
システム事業者ともご相談ください。



（参考）電子処方箋に関する新たな目標設定

○ 電子処方箋については、令和７年７月時点で、薬局の８割超に導入、利用申請は９割を超えていることから、今

夏時点で概ねすべての薬局に導入されることが見込まれる。一方で、医療機関への導入は１割程度に留まる。

○ 調剤結果登録率も全処方箋の約８割に達し、８月には電子処方箋管理サービスの改修（医薬品のダミーコードを

受け付けない）も完了し、今夏以降、薬局において電子処方箋システムの利用も一般的になり、直近の薬剤情報の

活用による医療安全が確保されつつあるが、電子処方箋の意義を発揮し、更なる医療安全を確保するためにも、調

剤結果登録の更なる充実及び医療機関への導入は課題である。

○ 医療機関において電子処方箋の導入を進めるにあたっては、電子カルテが導入されていることが重要である。電

子カルテが既に導入されていたとしても、改修費用が一定かかることから、医療機関に過度な負担が生じないよう、

電子カルテの更新期間（５～７年）の希望するタイミングで、電子カルテ情報共有サービスへの対応とともに一体

的に導入を促すことが肝要である。

更なる医療安全を確保するため、電子処方箋については、

・ 保険制度下における処方箋について、速やかに概ねすべての調剤結果が電子処方箋管理サービスに登録されることを目指すとともに、

・ 患者の医療情報を共有するための電子カルテを整備するすべての医療機関への導入を目指す

電子処方箋の新目標

【電子カルテを導入済の医療機関】電子カルテを更改するタイミング等で、電子カルテ情報共有サービスへの対応とともに一体

的に導入を促進
※ 既に電子カルテ情報共有サービスに対応している医療機関に対しては電子処方箋単独の導入を促進

【電子カルテを未導入の医療機関】電子処方箋機能を実装する標準型電子カルテの導入もしくは電子カルテ情報共有サービスに

対応したクラウド型電子カルテとの一体的な導入を促進

医療機関への導入方針

※ 医科医療機関を想定。歯科医療機関については、現場に求められる電子カルテ・電子処方箋の機能に関し、本年度から検討を行い2026年度中に具体的な対応方針を決定する。
※ 上記については、経済財政運営と改革の基本方針2025（令和７年６月13日閣議決定）における「全国医療情報プラットフォームを構築し、電子カルテ情報共有サービスの普及や電子処方箋の利用拡大（中略）これらの取組に加えて、必

要に応じて医療ＤＸ工程表の見直しを検討する」に基づき対応していく

第７回「医療DX令和ビジョン2030」
厚生労働省推進チーム（令和７年７月１日）資料２
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地域医療介護総合確保法 第12条の３第４項（抜粋） ※国会修正により追加された規定

第12条の３ （略）

４ 政府は、令和12年12月31日までに、電子カルテの普及率…が約100％となることを達成
するよう、クラウド・コンピューティング・サービス関連技術・・・その他の先端的な技術の活用
を含め、医療機関の業務における情報の電子化を実現しなければならない。

医療DXの推進に関する工程表（抜粋）  （令和５年６月２日 医療ＤＸ推進本部）

✓遅くとも 2030 年には概ねすべての医療機関において必要な患者の医療情報を共有する
ための電子カルテの導入を目指す。

＜参考＞第７回「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省推進チーム 

「目標達成に向け、オンプレ型で、かつ、カスタマイズしている現行の電子カルテから、いわゆるクラウド
ネイティブを基本とする廉価なものへと移行することを図」る。

 2026年夏までに、電子カルテ／共有サービスの具体的な普及計画を策定する。

第28回健康・医療・介護情報利活用検討会
医療等情報利活用ワーキンググループ（令和８年３月12日）資料１
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（参考）電子カルテの普及に関する政府目標
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電子処方箋について

7病院・診療所 薬局

薬剤師

支払基金・国保中央会

Step③処方箋の登録 Step⑧調剤内容の登録

電子処方箋管理サービス

マイナポータルや
電子版お薬手帳アプリ

患者

マイナンバー
カード

Step①本人確認／同意

資格確認書
患者

患者

マイナンバー
カード

Step⑤本人確認／同意

資格確認書

オンライン資格確認等システム

Step④情報の閲覧

Step②処方・調剤された情報や
    重複投薬チェック結果の参照

Step⑥処方箋の取得
Step⑦処方・調剤された情報や

重複投薬チェック結果の参照

医師・歯科医師

電子カルテ
システムなど

薬局システム

○ 電子処方箋は、オンライン資格確認の仕組み（オンライン資格確認等システム）を基盤とした電子処方
箋管理サービスを通して、医師・歯科医師、薬剤師間で処方箋をやり取りする仕組みです。

○ 医師・歯科医師、薬剤師は、電子処方箋管理サービスにて重複投薬等がないかチェックした結果を参照し、
処方・調剤内容を含む電子ファイルを同サービスに送信します。



医療機関における本人確認と情報提供同意について
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医療機関編

○ 患者は、マイナンバーカードでの受付時に、顔認証付きカードリーダー上で過去のお薬情報の提供に同
意するか選択し、併せて処方箋の発行形態（電子／紙）を選択します。

Step① 患者による「本人確認／同意」（医療機関）

○○○○○○○病院

マイナンバーカードを
置いてください。

顔を枠内に入れてください。 過去の診療・お薬情報の
提供に同意しますか。

この情報はあなたの診察や
健康管理のために使用

します。

同意しない

同意する

処方箋の発行方法を選択
してください。

紙の処方箋を希望

電子処方箋を希望

顔認証付きカードリーダー
の画面遷移イメージ※1

※1 マイナンバーカードでの受付のケースを記載（主な画面のみ）
※2 診察時等に医師等が患者に直接確認し、電子カルテシステム等に発行形態を登録する場合や、電子処方箋管理サービスを利用するものの院内処方のみ行う場合、顔認証付きカードリーダーに本画面を表
示しない設定を行うことも可能。

電子処方箋の導入に伴い
新規追加※2

本人確認の方法を
選んでください。

暗証番号を入力

顔認証を行う

終了する

本人確認の情報は、他の
目的には使用しません。



併用禁忌チェックと薬剤情報閲覧画面イメージ
医療機関編

○ 医師・歯科医師は、処方するお薬を確定するにあたり、電子／紙の処方箋に関わらず、これから処方す
るお薬が過去のお薬と重複していないか等のチェックを電子処方箋管理サービスで行います（重複があ
るものの、意図的に処方する場合はその処方意図を入力し、処方箋と併せて登録できます。）

○ マイナンバーカードでの受付で患者からの同意がある場合、過去の薬剤情報を閲覧することもできます。

Step② 医師・歯科医師による「処方・調剤された情報や重複投薬等チェック結果の参照」

医療機関システムにおける画面イメージ 薬剤情報の閲覧画面イメージ

重複投薬等チェックの

結果が閲覧できます

※電子処方箋の情報はXML形式で電子カルテに取り込むことができ、電子カルテ上で患者ごとの処方内容を見やすい形で表示・確認することも可能です（p20）。
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電子／紙の処方箋の違いについて ｰ引換番号付きの紙処方箋とはｰ

10

医療機関編

○ 電子処方箋を導入した医療機関では、患者の希望や運用に応じて電子処方箋または紙の処方箋の
どちらでも発行できます。

○ 電子処方箋を選択した場合は、医師・歯科医師が電子署名※を行います。 また、「処方内容（控
え）」は患者の希望等に応じて印刷して交付することができます。

○ 紙の処方箋を選択した場合は、引換番号付きの紙の処方箋を患者に渡します。こちらは電子署名を
行わないため、引換番号付きの紙処方箋が原本扱いとなります。

Step③ 医師・歯科医師による「処方箋の登録」

電子処方箋を選択した場合 紙の処方箋を選択した場合

電子処方箋
処方内容を含む
電子ファイル

原本

※電子署名については、p46,47をご参照ください。

原本



薬剤情報閲覧と薬局への事前送付について

11

○ 電子処方箋管理サービスに蓄積された患者のお薬のデータは、患者自身がマイナポータルや電子版お
薬手帳でも閲覧できます。

○ また、電子版お薬手帳アプリ等を用いて、引換番号と被保険者番号等を薬局に事前送付することで、
薬局が電子処方箋の原本（紙の場合は処方内容を含む電子ファイル）を取得ができ、速やかに調剤
することが可能です。

Step④ 患者による「情報の閲覧」

引換番号などの事前送付により、患者の待ち時間が短縮されます

患者は、医療機関で渡された引換番号と被保険者番号などを
お薬手帳アプリ経由で薬局に送信し、薬局は処方箋の原本を
取得した後、速やかに調剤ができます。

マイナポータルで過去のお薬のデータを閲覧できます

患者は、マイナポータル上で、医療機関で処方されたお薬及び
薬局で調剤されたお薬のデータを閲覧できるようになります。

電子版お薬手帳

アプリ事業者

患者

薬局

電子処方箋

管理サービス

電子処方箋の場合、原本の取得が

可能となり、すぐに調剤が可能に！

電
子
処
方
箋
由
来
の
情
報

患者編

※電子版お薬手帳への送信のほか、引換番号の提示や事前送付等により、
患者が選択した薬局で電子処方箋を取得することが可能です。



薬局における本人確認と情報提供同意について
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○ 患者は、マイナンバーカードでの受付時に、顔認証付きカードリーダー上で過去のお薬情報の提供に
同意するかを選択します。

○ 併せて患者自身が医療機関で電子処方箋を選択した場合は、調剤対象の処方箋を選択することで、
電子処方箋が薬局システムに取り込まれます。

○ 紙の処方箋については、従来どおり受付に提示します。

Step⑤ 患者による「本人確認／同意」（薬局）

○○○○○○○薬局

マイナンバーカードを
置いてください。

顔を枠内に入れてください。 過去の診療・お薬情報の
提供に同意しますか。

この情報はあなたの診察や
健康管理のために使用

します。

同意しない

同意する

薬局に提出する処方箋の
種類はどちらですか。

紙の処方箋

電子処方箋

顔認証付きカードリーダー
の画面遷移イメージ 電子処方箋の導入に伴い

新規追加

※マイナンバーカードでの受付のケースを記載（主な画面のみ）

本人確認の方法を
選んでください。

暗証番号を入力

顔認証を行う

終了する

本人確認の情報は、他の
目的には使用しません。

薬局編



薬局における受付から調剤までの流れ

13

○ 処方箋の電子ファイルを薬局システムに取り込むタイミングで、処方されたお薬が過去のお薬と重複して
いないか等を、電子処方箋管理サービスでチェックを行い、当該結果も併せて取り込みます。
※ 引換番号付き紙処方箋についても同様にチェック結果を確認が可能です。

※ 通常の紙処方箋についても、調剤に当たり重複投薬等の確認が可能です。

○ 患者からの同意がある場合、薬剤師は過去のお薬のデータを参照できます。

○ 調剤後は、調剤内容を含む電子ファイルを電子処方箋管理サービスに送信します。
※電子処方箋を受け付けた場合、薬剤師の電子署名※1が必要となります。※1 電子署名については、p46,47をご参照ください。 

Step⑥ 薬剤師による「処方箋の取得」

Step⑦ 薬剤師による「処方・調剤された情報や重複投薬等チェック結果の参照」

Step⑧ 薬剤師による「調剤内容の登録」

薬局システムにおける画面イメージ 薬剤情報の閲覧画面イメージ

重複投薬等チェックの結果

が閲覧できます

薬局編



電子処方箋の薬局での導入率は約９割を超え、全国に拡大しています
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○ 薬局の電子処方箋導入率は９割を超え、医療機関が発行する電子処方箋を受付する体制が整って
います。

○ また、これら薬局の調剤結果が電子処方箋管理サービスに登録されており、医療機関の皆さ
まにご活用いただけます。

調剤結果登録数 ： 電子処方箋システムを導入した薬局から電子処方箋管理サービスに登録された調剤結果登録数
薬局における重複投薬等チェック実行件数 ： 薬局受付時処方箋情報での重複投薬等チェック件数と確定前調剤結果情報での重複投薬等チェック件数の総数
薬局の電子処方箋導入割合 ： オンライン資格確認等システムを導入した薬局のうち、電子処方箋システムを導入した薬局の割合（最終週日曜日時点の値）
調剤結果登録割合 ： レセプトベースの処方箋枚数（「調剤医療費の動向」より）で、調剤結果登録数を除したもの。ただし、直近のレセプトベースの処方箋枚数は得られるまで

にタイムラグがあるため、値が得られていない月の処方箋枚数については、６ヵ月前のレセプトベースの処方箋枚数の対前年同月比を用いて推計している。

調剤結果登録数／月

薬局における重複投薬等チェック実行回数／月
運用開始薬局割合

調剤結果割合

調剤結果の
登録率

電子処方箋
運用開始済薬局

薬局の
導入率 90.6%

運用に向けて
準備をしている
層も含めると、

93.1%

運用準備中
薬局

施設を跨いだデータを活用する
ことで、より安全な医療を提供
する医療機関が増加しています

※2026年7月5日時点

※2026年6月(推計値)
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医療機関においても処方情報の登録件数や重複投薬等チェック件数が増加傾向
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○ 薬局における調剤結果だけでなく、医療機関の院外処方箋・院内処方の情報の登録や、重複投薬等
チェック実行件数も増加しています。

処方箋情報登録件数 ： 電子処方箋システムを導入した医療機関から電子処方箋管理サービスに登録された処方箋情報の登録件数
院内処方等情報登録件数 ： 電子処方箋システムを導入した医療機関から電子処方箋管理サービスに登録された院内処方等情報の登録件数
重複投薬等チェック実行件数： 電子処方箋システムを導入した医療機関による処方箋情報・院内処方等情報での重複投薬等チェック件数の総数

処方箋情報登録件数／月 院内処方等情報登録件数／月
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重複投薬等チェック実行件数／月
（院内処方等情報）

医療機関における処方情報の登録件数 医療機関における重複投薬等チェックの実行件数



電子処方箋の導入による効果
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○ 電子処方箋に対応する医療機関では電子処方箋又は紙の処方箋を発行できますが、何れの場合も
電子処方箋管理サービスに処方箋のデータが登録されます。

○ また、電子処方箋に対応する薬局の場合は、電子処方箋未対応の医療機関が発行した紙の処方箋
についても調剤結果を登録します。

○ これら処方・調剤情報はリアルタイムで他の医療機関・薬局に共有され、今後、電子処方箋を導入す
る医療機関が増加することで、安全性および医療の質向上につながる基盤の構築につながります。

処方箋

調剤結果

調剤結果 調剤結果

調剤結果

処方箋

処方箋

処方箋

処方箋

処方
箋

電子処方箋対応の

医療機関・薬局が

処方箋・調剤結果を

登録し、他の医療機

関や薬局ではリアル

タイムに情報を閲覧

できるようになります
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メリット①直近を含む、患者の過去５年間分のお薬のデータが閲覧できる
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○ 電子処方箋を導入すると、患者が処方・調剤されたお薬について、複数の医療機関・薬局をまたいで、
直近のデータを含む過去5年分のお薬のデータが閲覧できるようになります。

○ 医師・歯科医師、薬剤師は、「電子処方箋管理サービス」のお薬のデータを閲覧できるようになり、患者
の記憶などに頼ることなく、より正確な情報を基に診察、処方・調剤を行ます。

お薬手帳や患者とのコミュニケーションを基に把握する情報

電子処方箋管理サービスなどに記録されたお薬のデータを基に把握する情報

凡例

過去5年間

患者の記憶・お薬手帳など従来

オンライン資格確認

導入済み

患者の記憶・お薬手帳など

＋過去1か月～5年分のお薬のデータ

電子処方箋導入済み
患者の記憶・お薬手帳など

＋過去5年分のお薬のデータ

過去1か月程度直近

患者の記憶などに頼らず、過去のデータを閲覧してお薬をより正確に把握可能に

直近に抗凝固薬が処方されて

いる場合、抜歯処置をすると

出血が多くなるし、

直近のお薬を把握できるのは

ありがたいな、、

直近のお薬を見ることで、現疾患

や並存疾患、また、疾患の程度

も把握できるな、、

土日／夜間の緊急搬送時などに

直近飲んだお薬が把握できると

原因も特定しやすいな、、

医療機関・薬局の現場の声

患者が持参した検査値のデータ

と直近に医療機関で処方された

お薬を比較して服薬指導に

生かせるな、、



（参考）電子処方箋由来の処方・調剤情報の閲覧イメージ

電子処方箋管理サービスに登録された直近の処方・調剤情報は、診療/薬剤情報一覧の中の『処方箋情報』『調剤

結果情報』から閲覧できます！

PDF形式で薬剤情報を閲覧している場合の画面イメージです。
※XML形式の場合は、電子カルテ等にデータを取り込むことができ、処方・調剤情報をより活用しやすい形での表示・連携が可能です。

電子処方箋の導入により閲覧できる情報

電子処方箋管理サービスに登録され
た薬剤情報は、「処方箋情報」、「調
剤結果情報」の項目に表示されます。

オンライン資格確認の導入により閲覧できる情報

オンライン資格確認による薬剤情
報は、「処方実績」の項目に表示
されます。※「処方実績」ではレセプ
トから抽出された処方実績のみ閲覧
できます。

環境設定情報の状態

※利用設定の既定値は「利用する」になっています。

環境設定情報の状態

＜薬局の場合＞

＜医科、歯科の場合＞

19



メリット②患者が服用中のお薬との重複投薬等がないかリアルタイムにチェッ
クができる

20

○ 処方・調剤するお薬が、患者が服用中のお薬と重複投薬・併用禁忌にあたらないかを電子処方箋管理
サービスでチェックし、その結果をリアルタイムで確認できるようになります。

他医療機関・薬局における薬剤

情報を参照し、リアルタイムで重

複投薬・併用禁忌チェックが可能

になります

※患者が薬剤情報の閲覧を同意している場合



メリット➂薬剤情報の確認や処方箋の印刷等の運用を効率化できる

21

○ 患者が服用する薬剤や重複投薬等の有無をシステム上で確認できるようになり、患者への聞き取りを円
滑に行うことができます。また、お薬手帳を持参されない場合でも必要な薬剤情報を確認できます。

○ また、処方箋が電子的に発行されることにより、印刷や保管の手間・コストの削減にも繋がります。

今飲んでいるお薬は、一昨日
他院で処方記録がある〇〇だけですか？

はい、そうです

今飲んでいるお薬はありますか？

なんだっけ・・・

患者

医師・
歯科医師

医療機関・薬局システム上で患者が

服用中の薬剤を確認でき、患者との

コミュニケーションがスムーズに！

電子処方箋未導入の場合

電子処方箋導入の場合

電子処方箋

管理サービス

電子処方箋

病院・診療所

医師・歯科医師

紙の処方箋の印刷が不要

記名・押印が不要

システム上での薬剤情報の閲覧による、効率化 処方箋を電子的に発行することによる、印刷コスト等の削減



メリット④薬剤師向けに処方意図を記録することで、薬剤師からの問合せ件数
の削減につながる可能性がある

○ 電子処方箋では、処方箋の情報だけではなく、医師・薬剤師がコメントを入力することができます。

○ 例えば、重複が確認されたものの処方が必要な場合に、その理由や処方意図をコメントとして残しておく
ことで、薬剤師からの問合せの削減につながった事例があります。

処方箋
＋薬剤師へのコメント

処方箋
＋医師からのコメント

重複投薬等チェックの結果、重複で

はあるが、患者とのコミュニケーション

等を通して問題ないことを確認し、そ

のまま処方する場合、薬剤師向け

に処方意図等をコメントとして残す

ことができます

処方箋受付のタイミングで重複

投薬等チェックを行い、重複と判

断された場合も、医師の処方意

図を把握した上で判断すること

ができます
薬剤師

医師・
歯科医師

令和8年度診療報酬改定で新設された「調剤時
残薬調整加算」を算定するためには、残薬状
況や理由を記載・情報共有する必要があり、
電子処方箋のコメント機能を活用いただけま
す。これにより、電話・FAXの手間が削減され、
医療機関・薬局双方の業務効率化にもつなが
ります。

令和８年度診療報酬改定の加算でもメリットがあります！

電子処方箋のコメント機能について

医療機関システムの入力画面イメージ

重複投薬等チェックの結果、成分重複等が確

認されたものの処方が必要な場合には、その理

由や処方意図を薬剤師向けに登録できます

22



メリット⑤救急時や災害時に薬剤情報の閲覧ができる

23

救急時医療情報閲覧機能 災害時医療情報閲覧機能（災害時モード）

現行のオンライン資格確認等システムで通常表示可能な診療／薬剤情報
に加え、患者の基本情報・医療情報等が集約された救急用サマリーの閲
覧が可能です。

患者がマイナンバーカードやお薬手帳等を持参できない場合であっても、
氏名や住所等の情報から患者を特定し、本人の同意の下、患者の薬剤情
報・診療情報・特定健診等情報を閲覧することができます。

○ 救急時医療情報閲覧機能により、救急患者を受け入れる病院では、患者の生命保護のために必要
な場合、マイナ保険証による本人確認を行うことによって、患者の同意取得が困難な場合でもレセプト
情報に基づく医療情報等の閲覧をすることができます。

○ また、災害時医療情報閲覧機能（災害時モード）により、患者が被災され、マイナンバーカードを持参
していない場合でも、電子処方箋由来の処方・調剤情報等の閲覧をすることができます。



好事例サマリー

① 救急時に直近の薬剤情報を確認で重篤出血患者の救命につなげた活用事例

② 直近の薬剤情報閲覧と医療機関連携による重複投薬の回避事例

③ 重複投薬等チェックにより投与量を適正化を行った事例

④ 診療前に歯科治療に影響する薬剤情報を確認できた事例

⑤ 災害時医療情報閲覧機能を活用し薬剤情報を活用した事例

⑥ 薬局向けのコメントを入力することで問合せ件数の削減できた事例

⑦ 過去の薬剤情報や手術情報等を閲覧し、予防接種時期を調整した事例

⑧ 入院時の持参薬鑑別を効率化できる事例

24



好事例①救急時に直近の薬剤情報を確認で重篤出血患者の救命につなげた事例
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好事例②直近の薬剤情報閲覧と医療機関連携による重複投薬の回避事例
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好事例③重複投薬等チェックにより投与量を適正化を行った事例
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好事例④診療前に歯科治療に影響する薬剤情報を確認できた事例

28



好事例⑤災害時医療情報閲覧機能を活用し薬剤情報を活用した事例
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好事例⑥薬局向けのコメントを入力することで問合せ件数の削減できた事例
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好事例⑦過去の薬剤情報や手術情報等を閲覧し、予防接種時期を調整した事例

31



好事例⑧入院時の持参薬鑑別を効率化できる事例

32

（※） 調剤結果登録率等の最新情報はこちら（デジタル庁：電子処方箋の導入状況に関するダッシュボード）

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/electronic-prescription
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医療機関における電子処方箋の導入・運用に関連する制度について（ 1 / 2 ）

34

○ 電子処方箋の導入・運用には、初期費用、既存システムへの変更費用、保守費用、運用変更等に
伴う負担が発生します。

○ 補助金制度や税制措置を活用することで導入費用の負担軽減を図ることが可能です。また、令和8年
度診療報酬改定において、電子処方箋を含む医療DX推進などに関する評価が設けられています。

○ 補助金申請や診療報酬上の算定を行う場合、導入費用など実際に発生する費用と併せて確認をして
おく必要があります。

※1 その他デジタル化・AI導入補助金の活用が可能な場合があります。ご利用のシステム事業者にお問い合わせください。
※2 各制度には対象の条件があります。詳細は各制度のホームページ等をご確認ください。

• 電子的診療情報連携体制整備加算、電子的歯科診療情報連携体制整備加算
• 遠隔電子処方箋活用加算（オンライン診療を実施している医療機関向け）

税制※2

診療報酬
制度

• 医療情報化支援基金による補助補助金制度

• 中小企業投資促進税制
• 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例
• 医師及びその他の医療従事者の労働時間短縮に資する機器等の特別償却制度

活用可能な

制度

■医療機関において、電子処方箋の導入・運用に関する制度
（利用可能な一部の制度のみ掲載しております）※1

p39
～

p42

p37

p38



薬局における電子処方箋の導入・運用に関連する制度について（ 2 / 2）

※1 その他レセコンや電子薬歴システムの機器導入時や、レセコンと電子薬歴システム間でデータ連携を行う場合、デジタル化・AI導入補助金の活用
が可能な場合があります。ご利用のシステム事業者にお問い合わせください。

※2 患者の当月初回処方箋受付時のみ算定可能です。自施設のマイナ保険証の利用率により加算の有無が異なります。詳細はホームページ等を
ご確認ください

※3 補助金制度の対象とする導入期限は令和8年9月です。
※4 各制度には対象の条件があります。詳細は各制度のホームページ等をご確認ください。

対象
電子的調剤情報連
携体制整備加算※2

税制※4診療報酬制度

医療情報化支援
基金による補助※3

補助金制度

中小企業
投資促進税制

中小企業者等の
少額減価償却資産
の取得価額の損金

算入の特例

○○ × ×
大手チェーン

薬局

○○ ○ ○
中小チェーン・
個人薬局

■薬局において、電子処方箋の導入・運用に関する制度
（利用可能な一部の制度のみ掲載しております）※1

p39～p42 p37 p38
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（参考資料）電子処方箋の導入費用の補助

36

○ 現在、令和８年９月までの導入を対象に、初期導入費用の一部を補助しています。

○ 令和８年10月以降の補助の取扱いについては、令和８年夏までにとりまとめられる電子カルテ/共有
サービスの普及計画を踏まえて、電子処方箋と電子カルテ/共有サービスが一体的に導入が進むよう、
改めて補助の取扱いを検討しています。

○ なお、薬局における補助対象とする導入期限は、令和８年９月までの延長が最後となります。

電子処方箋システムを初期導入した場合（新機能（リフィル処方箋等※）を同時導入する場合も含む。）

大規模病院 病 院 診療所 大型チェーン薬局 薬局

費用の
補助内容

247.7万円を上限に補助
※事業額の743.2万円の

1/3を補助

169.6万円を上限に補助
※事業額の508.8万円の

1/3を補助

35.9万円を上限に補助
※事業額71.7万円の

1/2を補助

15.1万円を上限に補助
※事業額60.3万円の

1/4を補助

30.2万円を上限に補助
※事業額60.3万円の

1/2を補助

院内処方機能を同時に初期導入した場合（新機能（リフィル処方箋等※）を同時導入する場合も含む。）

大規模病院 病 院 診療所 大型チェーン薬局 薬局

費用の
補助内容

200.7万円を上限に補助
※事業額の602.2万円の

1/3を補助

135.3万円を上限に補助
※事業額の405.9万円の

1/3を補助

27.1万円を上限に補助
※事業額54.2万円の

1/2を補助

13.8万円を上限に補助
※事業額55.3万円の

1/4を補助

27.7万円を上限に補助
※事業額55.3万円の

1/2を補助

初 期 導 入 費 用

※リフィル処方箋等：リフィル処方箋、口頭同意による重複投薬等チェック結果閲覧、マイナンバーカードによる電子署名対応、処方箋ID検索、調剤結果ID検索（薬局のみ）

※補助金の申請方法は、医療機関等向け総合ポータルサイトをご覧ください。（p63「補助金の申請」参照）

（補助の対象となる費用） 

ア．基本パッケージ改修費用：電子カルテシステム、レセプト電算化システム等の既存システム改修にかかる費用 

イ．接続・周辺機器費用：オンライン資格確認端末の設定作業、医師・薬剤師の資格確認のためのカードリーダー導入費用（カード取得費用は除く） 

ウ．システム適用作業費用：現地システム環境適用のための運用調査・設計、システムセットアップ、医師、運用テスト、運用立会い等



（参考資料）税制の活用
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○ 電子処方箋や関連設備の導入時には、補助金に加えて複数の税制優遇措置もご活用いただけます。

○ 「中小企業投資促進税制」による税額控除・特別償却や、「医師及びその他の医療従事者の労働時
間短縮に資する機器等の特別償却制度」等を利用でき、さらに導入費用の負担を軽減できます。

⚫ 医師及びその他の医療従事者の労働時間短縮に資する機器等の特別償却制度

対象者 ：青色申告書を提出する法人又は個人で医療保健業を営むもの

概要 ：医療機関が、各都道府県の医療勤務環境改善支援センターの助言の下に作成した医師等勤務時間短縮計画に基づき取得した器具・備
品（医療用機器を含む）、ソフトウェアについて、普通償却限度額に加え、特別償却限度額（当該設備の取得額の15％に相当する
額）まで償却することを認めるもの。

対象設備：類型１～５のいずれかに該当するもののであり、１台又は１基（通常一組又は一式をもって取引の単位とされるものにあっては、一
組又は一式。）の取得価額が３０万円以上のもの。

⚫ 中小企業投資促進税制

対象者 ：中小企業者等（資本金額１億円以下の法人、農業協同組合、商店街振興組合等）、従業員数1,000人以下の個人事業主

概要 ：中小企業における設備投資を後押しするため、一定の設備投資を行った場合に、税額控除（７％（資本金3,000万円以下の中小企業者
等に限る ））又は特別償却（30％）の適用を認める措置。

対象設備：一定のソフトウェア（一のソフトウェアが70万円以上、複数合計７０万円以上）等

医療機関・薬局

医療機関

⚫ 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例

対象者 ：中小企業者または農業協同組合等で、青色申告書を提出するもの（通算法人を除く。）のうち、常時使用する従業員の数が400人以
下の法人

概要 ：40万円未満の減価償却資産を取得した場合、合計300万円までを限度に、即時償却（全額損金算入）することが可能。

対象設備：器具および備品、機械・装置等の有形減価償却資産のほか、ソフトウェア、特許権、商標権等の無形減価償却資産も対象となり、ま
た、所有権移転外リース取引に係る賃借人が取得したとされる資産や、中古資産であっても対象

医療機関・薬局

類型５ チーム医療の推進等に資する勤務時間短縮用設備

○ 医師の検査や処方の指示を電子的に管理するための設備
電子カルテ、カルテ自動入力ソフトウエア、レセプトコンピューター、医療画像情報システム、画

像診断部門情報システム、医療情報統合管理システム等診断情報と医師の指示を管理できるもの）

詳細は、各都道府県の医療勤務環境改善支援セ
ンターにお問い合わせください。
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000
/001133723.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001133723.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001133723.pdf


令和 8 年度診療報酬改定について
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○ 電子処方箋の発行や調剤情報の登録等に関する要件が診療報酬上の評価に位置づけられました。

○ 電子処方箋の発行体制や調剤結果の登録体制の整備状況は、診療報酬上の評価区分の要件の一
つとなっています。

電子的診療情報連携体制整備加算等

加算名 区分 施設基準 点数

医
科

電子的診療情
報連携体制整

備加算

加算1 (1)～(10)全て 15点

加算2

(1)～(7)全て
かつ

(8)～(10)の
いずれか

9点

加算3 (1)～(7)全て 4点

歯
科

電子的歯科診
療情報連携体
制整備加算

加算1

(1)～(7)全て
かつ

(8)～(10)の
いずれか

9点

加算2 (1)～(7)すべて 4点

薬
局

電子的調剤情
報連携体制整

備加算
ー ー 8点

電子処方箋を発行・調剤結果を登録する体制の有無により
算定できる区分や点数が異なります。なお、当該加算は初診
時または調剤時に月１回に限り算定可能です。

施設基準（電子的診療情報連携体制整備加算・電子的歯科診療情報連携体制整備加算）

(１)オンライン請求を行っていること。

(２)診療報酬明細書を患者に無償で交付していること。

(３)オンライン資格確認を行う体制を有していること。

(４)医師又は歯科医師が、オンライン資格確認等システムを利用して取得した診療情報を、診療
を行う診察室、手術室、処置室等において、閲覧又は活用できる体制を有していること。

(５)マイナ保険証利用率が、30%以上であること。

(６)マイナポータルの医療情報等に基づき、患者からの健康管理にかかる相談に応じる体制を有
していること。

(７)明細書発行に関する事項、医療DX推進の体制等について、当該保険医療機関の見やすい場所
及びウェブサイトに掲載していること。

(８)電子処方箋を発行する体制又は調剤した薬剤に関する情報を電子処方箋システムに登録する
体制を有していること。

(９)条件を満たす電子カルテを有していること（※）

(10)電子カルテ情報共有サービス、又は、地域医療ネットワークを活用する体制を有しているこ
と。（※）

※施設基準の詳細は、p63の「診療報酬制度」からご確認ください。
※電子処方箋を発行する体制を有している場合は、医科の加算1・2、歯科の加算1の対象となります。

なお、電子処方箋を発行する体制を有していない場合でも、施設基準(1)～(7)を満たせば、医科の加算3、歯科の加算2を算定できます。



電子的診療情報連携体制整備加算に関する施設基準について
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○ 施設基準を満たすための体制と機能については、疑義解釈資料の送付について（その４・６・７・８）をご確認く

ださい。

施設基準を満たす体制と機能について

疑義解釈資料の送付について（その６）

疑義解釈資料の送付について（その４） 疑義解釈資料の送付について（その７）

疑義解釈資料の送付について（その８）

※本スライドは令和８年７月9日時点の情報に基づき作成しています。
※疑義解釈通知等は追加・改正される場合がありますので、最新の通知はp63の「診療報酬制度」ご確認ください。

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001703573.pdf


電子処方箋・引換番号付き紙処方箋・通常の紙処方箋の違いについて

○ 電子処方箋に対応している医療機関では、処方箋の発行形態として、電子処方箋または紙の処方箋を選択することができ

ます。なお、紙の処方箋を選択した場合には、引換番号付き紙処方箋または通常の紙処方箋が発行されます。電子処方

箋管理サービスに処方情報が登録されるのは、電子処方箋又は引換番号付き紙処方箋を発行した場合です。

電子処方箋を選択した場合 引換番号付きの紙の処方箋を選択した場合

・ 処方内容（控え）と引換番号の印字がある
・ 処方内容の控えであり、用法の記載はない
・ 従来の記名押印または署名の代わりに電子署名
・ 患者への提供は任意

・ 電子処方箋対応と引換番号の印字がある
・ 上記以外は、通常の紙処方箋の様式と同様
・ 従来の記名押印または署名が必要
・ 患者への提供は必須

通常の紙処方箋

・ 引換番号の印字がない
・ 記名押印または署名が必要
・ 記名押印または署名が必要
・ 患者への提供は必須
・ 電子処方箋管理サービスへ処方情報の登録は
されない

引換番号：999999

電子処方箋対応

引換番号に加え、医
療機関が電子処方箋
に対応する場合、

「電子処方箋対応」
と印字する

40



電子処方箋に関する新たな加算項目
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○ 「救急時医療情報取得加算」が新設され、救急時医療情報閲覧機能及び電子処方箋管理サービス
を活用し、救急外来医学管理料を算定する意識障害の患者の診療情報を取得した場合、月１回
に限り加算できます。

○ 加えて、「遠隔電子処方箋活用加算」が新設され、オンライン診療時に電子処方箋の機能を活用し重
複投薬等チェックを行う等の要件を満たせば、月１回に限り加算できます。

救急時医療情報取得加算

救急外来医学管理料を算定する意識障害の患者に対し、救急時
医療情報閲覧機能及び電子処方箋管理サービスを用いて、最新
の診療情報を取得した場合に、月１回に限り点数を加算します。

50点

オンライン診療を実施する際、重複投薬等チェック機能を活用し、
保険薬局にて電子処方箋に対応する体制があることを確認し、電
子処方箋を発行した場合において、月１回に限り点数を加算しま
す。

遠隔電子処方箋活用加算 10点

※加算の算定には所定の要件があります。詳細は診療報酬点数表及び関係通知をご確認ください。



• 開催趣旨

• 電子処方箋の仕組みについて

• 電子処方箋のメリットについて

• 電子処方箋に関する財政的・制度的措置について

• 導入作業について

• 導入費用の内訳について

• よくあるご質問

• 参考資料



導入作業ステップ
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○ 電子処方箋の導入に向けた準備作業は以下の4ステップです。詳細なステップの説明については、P63
の準備作業の手引きをご確認ください。

○ システム事業者（現在ご利用の電子カルテシステム等の事業者）との調整等に期間を要するため、
お早めに準備を開始してください。

※1電子処方箋に対応しているシステム事業者についてはこちらのリンクをご確認ください。
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0010020#anchor02

※2 電子署名については、p46,47をご参照ください。
※3 電子処方箋対応版ソフトウェア自体は、システム事業者から提供されます。
※4 電子処方箋を前提とした業務への切り替えに向けて、段階的に、まずは重複投薬等チェックや処方・調剤情報の閲覧等を実施しつつ、紙の処方箋のみを発行し、運
用に慣れた後に、患者に電子処方箋／紙の処方箋の発行を選択できる運用へ移行する方法があります。

補助金の申請
運用
開始

準備開始

1. 必要書類の受領/準備
（領収書等）

2. 補助金申請

1. 発注 

1. 患者動線を含む
業務フロー/変更点の確認

3. 電子処方箋利用申請

システム事業者に発注

導入 運用準備

ポータルサイトで申請

システム事業者から受領

2. 患者向け提示物の準備

各医療機関・薬局で対応

4. 電子処方箋の運用開
始日の入力

1. 電子処方箋の
見積依頼 

システム事業者に依頼※1

2. 必要に応じて電子署
名のためのカードリーダー
購入

2. パソコンの設定・
業務上の操作確認

1. 電子処方箋対応版
ソフトの提供※3

システム事業者で対応

1.  システム事業者へ
発注2. 導入・運用準備3. 4.

3. 紙の処方箋での電子処
方箋システムの利用※4

各医療機関・薬局で対応

ポータルサイトで登録

２.電子署名※2を
行うための準備
(医師等毎に申請・準備）

医師・歯科医師、薬剤師毎に申請

ポータルサイトで登録

各医療機関・薬局で対応
各医療機関・薬局で対応

各医療機関・薬局で対応

https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0010020#anchor02
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0010020#anchor02
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0010020#anchor02


（参考）電子処方箋の利用のために設定・追加が必要となるシステム、機器等
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○ 電子処方箋を利用するためには、普段、医療機関・薬局で利用している電子カルテ・レセプトコンピュー
タ等の機能追加の対応に加えて、ICカードリーダーやスマートフォンが必要となる場合や、ネットワーク機
器の設定変更が必要となる場合があります。 ※詳細はp50,51をご確認ください。

Before  導入前（既存のシステム構成）

医療機関(自施設)

電子カルテシステム

医事会計システム

ネットワーク機器(ルーター等)

オンライン資格確認等システム 等

After  導入後（電子処方箋対応の構成）

医療機関(自施設)

電子カルテシステム

医事会計システム

+ 機能追加

電子カルテシステムに電子処方
箋対応の機能を追加
※現場の運用によっては、医事
会計システムも機能追加が必要
な場合もあります

オンライン資格確認等

システム 等

NEW

電子処方箋

管理サービス

ICカードリーダーネットワーク機器
（ルーター等）

任意任意

署名を行うクラウド上

のシステム

NEW

任意（設定変更等）

任意

スマートフォン



（参考）電子処方箋を利用する際に必要となる電子署名
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○ 「電子署名」とは電子ファイルへ行う記名・押印です。また、電子署名をすることで、文書が改ざんされて
いないことも証明できるようになります。

紙の文書の場合 電子文書の場合

電子署名は、

安心・安全に電子文書を

やり取りするために

よく使われる技術です！

紙へ署名または記名・押印等を行う。 “電子署名”を行う。※

※一般的に、紙の書類に電子印鑑の印影がプリントアウトされ
ているだけでは、法令または記名押印の要件を満たしません。



（参考）電子署名の方式
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○ 電子署名の方法として、以下の２種類があります。
①ローカル署名：物理的に都度HPKIカードを使用して電子署名する方法
②リモート署名：事前に本人認証を行うことで、１日程度、自動で電子署名を付与する方法

[医療機関・薬局システム端末]

電子処方箋・
調剤結果

医師・薬剤師

電子署名済みの
電子処方箋・

調剤結果

リモート署名を
行うクラウド上

のシステム

医師・薬剤師

[医療機関・薬局システム端末]

HPKIカード

電子証明書

①ローカル署名 ②リモート署名

認証方法は３パターンHPKIカードのみ使用します

HPKIカード HPKIカード
HPKI電子署名と紐づ
けたマイナンバーカード

HPKI電子署名と
紐づけたスマートフォン

HPKIカード

電子証明書

HPKIカード

電子証明書

＋ICカードリーダー ＋ICカードリーダー＋ICカードリーダー

署名の都度、署名者がHPKIカードをICカードリー
ダーにかざし、PINを入力して電子署名を行う

※ お使いいただくシステムによっては、一度認証を行った後、HPKIカードを
外すまでは認証が有効となり、都度の認証が不要となる場合もあります。
※ 離席しない場合は、HPKIカードをICカードリーダーに常時かざしておくこ
とも可能です。

署名の都度、署名者が署名リクエストをして
電子署名を行う

※1日1回、医師本人であることをシステム上で認証を行うことで、認証
の有効期間中は自動で署名が付与されます。

※1 HPKIカードとは、医師・薬剤師資格を持つ本人であることを証明するICカードです。

カード取得の申請方法は、p63「電子署名について」資料のp8,p9をご確認ください。



（参考）医師等毎の電子署名の申請

47

○ 電子署名を利用する前に、医師・薬剤師毎にHPKI認証局（日本医師会、日本薬剤師会、
MEDIS）又はマイナポータルで、HPKIカード又は電子署名の申請をしてください。

○ リモート署名を利用する場合は、別途、クライアント証明書※の申請やサービス利用料の支払いが必要
です。※電子署名サービスにアクセスする権限があることを示すための証明書であり、お使いの電子カルテシステム等の端末に取り込んでいただきます。（基本的にはシステム事業者に

対応いただく想定です）

※電子署名・HPKIカードを申請する手順やその他の詳細に関しては、p63「電子署名について」のp8,p9をご覧ください。
※その他、電子署名を行うためのパソコン設定、ICカードリーダーの購入、ネットワーク設定の変更等が必要になりますので、詳しくはシステム事業者にご確認ください。

※国家資格によって、申請先の認証局や発行費用等が異なりますのでご注意ください。
※リモート署名でマイナンバーカードをかざす認証の場合はマイナポータルで申請する方法を推奨します。認証局に直
接申請方法では追加対応（HPKIカード取得後MEDISのデバイス登録サイトでの登録）が必要となります。

•日本医師会
•日本薬剤師会
•MEDIS

•マイナポータル

※ローカル署名、リモート署
名でHPKIカードによる認証
の場合、日本薬剤師会認
証局はHPKIカードが発行さ
れないため申請不可。

HPKI認証局に
直接申請する場合

HPKIカード・電子署名の申請先

申請先

マイナポータルで
申請する場合

医療機関・薬局によって、申請先の認証局が異なります。

補足情報

＜医師＞
・日本医師会電子認証センター 
https://www.jmaca.med.or.jp/application/
・一般財団法人医療情報システム開発センター
（MEDIS） 
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html

＜歯科医師＞
・一般財団法人医療情報システム開発センター
（MEDIS） 
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html

＜薬剤師＞
・日本薬剤師会認証局 
https://www.nichiyaku.or.jp/hpki/index.html#S30

・一般財団法人医療情報システム開発センター
（MEDIS）
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html

https://www.jmaca.med.or.jp/application/
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html
https://www.nichiyaku.or.jp/hpki/index.html#S30
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html
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署名方式に応じて発生する費目（医療機関）

49

○ 署名方式に応じて発生する費目は次のとおりです。 ①ローカル署名か②リモート署名のどちらかを選択す
るかによって発生する費目が異なります。

※1  パッケージソフトとは、電子カルテシステム等で、医療機関が使う機能を用意したソフトウェアのことです。

※2  院外処方機能のみ導入する場合と、院内処方機能も同時に導入する場合とで、パッケージソフトの機能追加費用や導入作業費用が異なります。

※3 主に院内処方を扱う場合は、院内処方において電子署名を求めていないため、必ずしもHPKIカードは必要はございません。

※4 原則、リモート署名を利用する場合のみ発生します。 ※5 システム事業者によっては遠隔での対応も可能です。

（電子処方箋システムの「必要最小限の基本機能」と、「実装されていることが望ましい機能」のすべてを導入する場合を想定）※p63「基本機能」参照

署名方式に応じて発生する費目（費目ごとの費用はシステム事業者によって異なる場合があります）

● 必須 ○ 条件による
ー 発生しない

分類１ 分類２ 費目説明 #

電子署名方法

①ローカ
ル署名

②リモー
ト署名

パッケージ
ソフト ※1

電子カル
テシステム

機能追加費用※2 お使いいただく電子カルテシステムで電子処方箋の機能を利用できるようにするための費用です。 1 ● ●

ランニングコスト
電子処方箋機能を安定して利用するための保守・サポートにかかる費用です。システム障害や不具合発生時の対応などが
含まれます。

2 ● ●

医事会計
システム

機能追加費用※2 お使いいただく医事会計システムで電子処方箋の機能を利用できるようにするための費用です。 3 ○ ○

ランニングコスト
電子処方箋機能を安定して利用するための保守・サポートにかかる費用です。システム障害や不具合発生時の対応などが
含まれます。

4 ○ ○

ハード
ウェア

ICカードリーダー
ローカル署名でHPKIカードを使う場合や、リモート署名で同カードまたはマイナンバーカードで本人認証し、その後自動的に
電子署名を行うために必要な機器の購入費用です。
ローカル署名で電子署名する場合は、処方箋を発行する電子カルテシステム端末台数分必要となるケースが多いです。

5 ●※3 ○

スマートフォン
リモート署名で電子署名する場合に、医師本人であることを認証する方法として、スマートフォンで対応する場合に当端末の
購入費用です。（医師等個人のスマートフォンでも対応可）

6 ー ○

電子署名を行う外部サービスと通
信するシステム機器※4

・設定作業

リモート署名で電子署名する場合に外部のシステムと通信することになりますが、安全性のため、レセプトコンピュータの代わり
に通信をしてくれるシステム機器の設定にかかる費用です。※システム機器を新設する場合は、システム機器の購入費用が
発生する場合もあります。

7 ー ○

ネットワー
ク費用

ネットワーク機器/設定 ※4 リモート署名で電子署名する場合に、電子署名を行う外部サービスと通信するためのネットワーク機器の購入とその設定に
かかる費用です。

8 ー ●

導入費用

導入作業(電子カルテシステム) 電子カルテシステムで電子処方箋の機能を利用できるようにするための設定作業等を行うため費用です。※5 9 ○ ○

導入作業(医事会計システム) 医事会計システムで電子処方箋の機能を利用できるようにするための設定作業等を行うため費用です。※5 10 ○ ○

操作指導
医師等、スタッフの皆さまが問題なく電子処方箋の機能をお使いいただけるよう、システム事業者から操作説明するための費
用です。※5 11 ○ ○



署名方式に応じて発生する費目（薬局）

50
※1 パッケージソフトとは、レセプトコンピュータや電子薬歴システム等で、薬局が使う機能を用意したソフトウェアのことです。
※2 原則、リモート署名を利用する場合のみ発生。 ※3 システム事業者によっては遠隔での対応も可能。

（電子処方箋システムの「必要最小限の基本機能」と、「実装されていることが望ましい機能」のすべてを導入する場合を想定）※p63「基本機能」参照

● 必須 ○ 条件による
ー 発生しない

署名方式に応じて発生する費目（費目ごとの費用はシステム事業者によって異なる場合があります）

分類１ 分類２ 費目説明 ＃

電子署名方法

①ローカ
ル署名

②リモー
ト署名

パッケージ
ソフト ※1

レセプトコン
ピュータ

機能追加費用 お使いいただくレセプトコンピュータで電子処方箋の機能を利用できるようにするための費用です。 1 ● ●

ランニングコスト
電子処方箋機能を安定して利用するための保守・サポートにかかる費用です。システム障害や不具合発
生時の対応などが含まれます。

2 ● ●

電子薬歴シス
テム

機能追加費用 お使いいただく電子薬歴システムで電子処方箋の機能を利用できるようにするための費用です。 3 ○ ○

ランニングコスト
電子処方箋機能を安定して利用するための保守・サポートにかかる費用です。システム障害や不具合発
生時の対応などが含まれます。

4 ○ ○

ハード
ウェア

ICカードリーダー
ローカル署名でHPKIカードを使う場合やリモート署名で同カードまたはマイナンバーカードで本人認証し、
その後自動的に電子署名を行うために必要な機器の購入費用です。

5 ● ○

スマートフォン
リモート署名で電子署名する場合に、薬剤師本人であることを認証する方法として、スマートフォンで対
応する場合に当端末の購入費用です。（薬剤師等個人のスマートフォンでも対応可）

6 ー ○

電子署名を行う外部サービスと通信
するシステム機器※2

・設定作業

リモート署名で電子署名する場合に外部のシステムと通信することになりますが、安全性のため、レセプト
コンピュータの代わりに通信をしてくれるシステム機器の設定にかかる費用です。※システム機器を新設す
る場合は、システム機器の購入費用が発生する場合もあります。

7 ー ○

ネットワー
ク費用

ネットワーク機器/設定 ※2 リモート署名で電子署名する場合に、電子署名を行う外部サービスと通信するためのネットワーク機器の
購入とその設定にかかる費用です。

8 ー ●

導入費用

導入作業(レセプトコンピュータ) 
レセプトコンピュータで電子処方箋の機能を利用できるようにするための設定作業等を行うため費用です。
※3 9 ○ ○

導入作業(電子薬歴システム) 
電子薬歴システムで電子処方箋の機能を利用できるようにするための設定作業等を行うため費用です。
※3 10 ○ ○

操作指導
薬剤師等、スタッフの皆さまが問題なく電子処方箋の機能をお使いいただけるよう、システム事業者から
操作説明するための費用です。※3 11 ○ ○



見積書チェック観点
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○ システム事業者から提示された見積内容を確認するにあたっては、求めている内容と大きく齟齬がないか
等を確認するため、以下のチェックする観点に沿って確認してください。

費目の中で、医療機関・薬局が選択した署名方式（p47）に応じて発生する費目（p50,p51）以外の費目

が発生していないか。もし発生している場合、医療機関・薬局が求めている内容と齟齬がないか。

電子処方箋の導入に関連しない費目が含まれている場合、求めている内容と齟齬がないか。
例）
・将来拡張を見据えた機能等、現在、必要のない費目まで含まれている場合は、十分に説明を受けて必要性をよく検討したか。
・処方箋の登録・受付や調剤した内容の登録を取り扱う画面以外の画面改修や機能改修まで含まれている場合、十分に説明を受けて
必要性をよく検討したか。

既に支払っている費用が含まれていないか。
例）
・既存の保守契約に含まれる作業と重複していないか（マスタ設定や法令対応等）
・電子カルテシステム、レセプトコンピュータ等のランニングコストについて、電子処方箋導入分以外も含まれていないか

「一式」で丸まっている費目の内訳まで確認したか

費目毎の費用の変動要因（例：医師・薬剤師１人毎に＋○○円、電子カルテシステム端末・レセプトコ
ンピュータ１台毎に＋○○円）を理解し、その範囲に収まっていることを確認したか。

電子処方箋導入の補助金※も活用した上で、最終的にどのくらいの金額を自己負担するか把握できてい
るか ※p63「補助金の申請」参照

費
目

費
用

電子処方箋の機能の中で、必要最小限の基本機能※1、実装されていることが望ましい機能を踏まえて、

求めている内容と大きく齟齬がないか。※1 p63「基本機能」参照

（※パッケージ製品の都合上、不要と思う機能でも製品として含まれてしまう機能があることに留意が必要）



導入費用を低減するための T i p s
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○ 導入費用を低減するためのTipsをご紹介します。（お使いいただく電子カルテシステムによって異なる場
合もあります。）

○ 電子署名や本人認証の方法、システム事業者によるレクチャーの範囲等を見直すことで、費用を抑えら
える可能性もありますので、必要に応じてシステム業者に相談してみましょう。

1
選択する電子署名方式

について

一般的に、医療機関は電子カルテシステムの端末数が少なければ少ないほど（診療所等）、ローカル署
名の方が費用が低くなることがあります。一般的な薬局規模の場合（レセプトコンピュータ1台等）の場
合も同様です。（ただし、必ずしも端末毎にカードリーダーを必要とせず、運用面にも利点があるリモート署
名にとするべきかご判断ください。）
なお、リモート署名の場合は別途年会費※が発生するためこの点も留意しご判断ください。
※年会費や支払方法についてはこちらのURLをご確認ください。
https://hp.hpki-cardless-signature.net/info_price.html

2

リモート署名を
選択した場合の

本人認証の方式について

リモート署名の場合、1日1回、医師・薬剤師本人であることをシステム上で認証すれば、以後は電子署名
を自動でできるようになります。

認証を行うための電子カルテ端末・レセプトコンピュータ端末を限定し、出勤時等に医師・薬剤師が当端
末で認証する運用を行う、もしくは、院内で一律スマートフォンの生体認証を用いて認証するといった方法
を取ることで、ICカードリーダーを院内の電子カルテ・レセプトコンピュータ台数分購入する必要がなくなり
ますので、ご検討ください。なお、上記１のとおり年会費が発生しますのでご留意ください。

3 導入作業費用について

システム事業者が医師・薬剤師やスタッフの皆さまに対し、導入後の運用方法やシステム設定をレクチャーす
る費用が組み込まれているケースがあります。

電子処方箋の導入に伴う変更点は限定的であること・補助金の補助対象であることも踏まえ、電子処方
箋の導入に伴うベンダー等による運用に関する有償のレクチャー等については、費用対効果を勘案のうえ、
採否をご判断ください。（システム事業者等により対応可否が異なります。）

https://hp.hpki-cardless-signature.net/info_price.html
https://hp.hpki-cardless-signature.net/info_price.html
https://hp.hpki-cardless-signature.net/info_price.html
https://hp.hpki-cardless-signature.net/info_price.html
https://hp.hpki-cardless-signature.net/info_price.html
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質問 電子的診療情報連携体制整備加算等の施設基準を満たすためには、どの
機能を導入すればいいですか？

54

○ 診療報酬の施設基準を満たすために導入が必要な機能については、疑義解釈資料の送付について（その６）で

も記載のとおり、令和５年１月26日から稼働した基本機能（電子処方箋の発行・応需（処方・調剤情報の登

録を含む。）、処方・調剤情報の閲覧、重複投与・併用禁忌のチェック）になります。

○ なお、厚生労働省HPに掲載中の「電子処方箋システムの必要最小限の基本機能の更新について」は、電子処方

箋の機能として現状存する機能をもって必要最小限の基本機能が開発されたこと、その事項を整理したものであり、

診療報酬の施設基準と直接の関連はございません。

回答

診療報酬の施設基準電子処方箋システムの必要最小限の基本機能について 

▼詳細は厚生労働省
HP参照

疑義解釈資料の送付について（その6）▼詳細は厚生労働省HP
参照

※電子的診療情報連携体制整備加算については、別添1の問4

 電子的歯科診療情報連携体制整備加算については、別添2

 電子的調剤情報連携体制整備加算については、別添3の問1をご参照ください。

＜電子的診療情報連携体制整備加算＞

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001703573.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11120000/001679866.pdf


質問 院内処方が中心の医療機関にとってのメリットは何ですか？

55

○ 院内処方機能を導入した施設へのアンケート結果から、重複投薬等チェックや処方・調剤情報の閲覧に活用され、

診察等に役立った事例を紹介させていただきます。

※記載内容はアンケートの自由記載欄から抜粋したものであり、表現は回答者の記載によるものです。

回答



質問 電子処方箋の場合、医療機関で処方内容（控え）を渡す必要はあります
か？

56

○ 処方内容（控え）とは、処方内容を印字した紙のことを指しており、患者が電子処方箋を選択した場合に医療機

関から患者に渡すものです。

○ 患者がマイナポータル上で処方情報等を確認できるといった理由により、処方内容（控え）を要しない場合、医療

機関は処方内容（控え）を渡す必要はありません。

回答

マイナポータル上で、

引換番号を含め、処方情報

を確認することができます

処方内容（控え） マイナポータル上での引換番号の確認イメージ



質問 H P K I カードが届かないのですが、いつ届きますか？

57

○ HPKIカードの発行状況につきましては、各認証局のウェブサイトにてお知らせをしておりますのでご確認ください。

○ HPKIカードが届いていないため、電子処方箋への電子署名ができず、引換番号付き紙処方箋の発行をする場合

であっても、重複投薬等チェックや処方・調剤情報の閲覧等の機能をご利用いただけます。（次頁参照）

○ 医療機関・薬局ともに、これまで通り、処方箋は紙で発行する形で運用を開始し、電子処方箋の各機能について

慣れていただいてから、処方箋を電子的に発行するといった段階的な導入も可能です。

回答

＜医師＞
・日本医師会電子認証センター 
https://www.jmaca.med.or.jp/application/
・一般財団法人医療情報システム開発センター（MEDIS） 
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html

＜歯科医師＞
・一般財団法人医療情報システム開発センター（MEDIS） 
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html

＜薬剤師＞
・日本薬剤師会認証局 
https://www.nichiyaku.or.jp/hpki/index.html#S30

・一般財団法人医療情報システム開発センター（MEDIS）
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html

HPKIカード申請先の認証局 各認証局のウェブサイトにて発行状況をご確認ください

https://www.jmaca.med.or.jp/application/
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html
https://www.nichiyaku.or.jp/hpki/index.html#S30
http://www.medis.or.jp/8_hpki/index.html


（参考）従来どおり、引換番号付き紙処方箋を発行しながら電子処方箋の機能
を利用できますか？
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重複投薬等チェック、
処方・調剤情報閲覧、
処方データの登録など

電子処方箋を発行できるようになるまでの間は、従来どおり、紙の処方箋（引換番号付きの紙の処方箋）を発行する運
用を継続しつつ、重複投薬等チェックや処方・調剤情報の閲覧等の機能を利用いただけます。
HPKIカードを取得し、電子処方箋を発行できるようになった段階で、電子処方箋を発行する運用に移行してください。

STEP1 引換番号付き紙処方箋の発行

医師・歯科医師

電子カルテ
システム

患者

紙の処方箋
のみ選択可

紙の処方箋
のみ発行

電子処方箋
管理サービス

引換番号付き紙の処方箋でも、

重複投薬等チェックや処方データ

の登録等、電子処方箋の機能

を利用する

ことができます

STEP2 電子処方箋発行

▼

HPKIカード届く

▼

電子処方箋
導入後

引換番号付きの紙の処方箋を発行しつつ、重複投薬等チェッ
クや処方・調剤情報の閲覧、処方・調剤情報の登録等の機
能を利用する。

重複投薬等チェック、
処方・調剤情報閲覧、
処方データの登録など

医師・歯科医師

電子カルテ
システム

患者

電子/紙の
処方箋
選択

患者の選択に
応じて電子/
紙の処方箋

発行

電子処方箋
管理サービス

重複投薬等チェックや処方・調剤情報の閲覧等の機能はその
まま利用いただきつつ、患者の希望に応じ、電子/紙の処方箋
を発行できるようにする。

※電子処方箋対応医療機関であっても、通常の紙処方箋を発行した場
合は電子処方箋管理サービスへの処方情報登録の対象となりません。



質問 疑義照会等により、処方内容の変更があった場合、医療機関・薬局では
どう対応すればいいですか？
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○ 医療機関においては、電子処方箋管理サービス上のデータは変更せず（変更しようとしてもできません）、電子カル

テシステム上で変更内容のみを記録してください。

○ 薬局においては、電子処方箋管理サービス上で備考欄に疑義照会結果を記載した上で調剤結果を作成し、電子

処方箋管理サービスに送信してください。

回答

医療機関

電子処方箋管理サービス上の処方箋の情報は修正しないでください。
（なお、従来どおり、電子カルテシステム上に変更内容を記録することはできます。）

※1 医療機関毎に運用方法が異なります。
※2 どうしても電子処方箋管理サービスに登録済みの処方箋を修正する必要がある場合、薬局側が処方箋の受付取消処理を実施した後に、医療機関側で処方箋を修正できるようになりま

す。ただし、修正後は処方箋に紐づく引換番号も変わるため、必ず新しい引換番号を患者に伝達してください。
※3 薬局での受付後、疑義照会を踏まえて、医療機関が電子処方箋管理サービス上で処方内容の変更を行おうとした場合、薬局で受付済の処方箋の変更はできず、管理番号が異なる処方箋として再発行され

てしまいます。薬局の調剤結果は当初の処方箋に紐づいて登録される一方、再発行された処方箋も調剤が行われていないデータとして残ってしまうため、医療機関での再診時などだけでなく、他施設・患者によ
る情報閲覧時などにも混乱を招く恐れがあります。

通常の疑義照会のフロー 疑義照会後、医療機関で処方箋の変更を行おうとした場合

医師・
歯科医師

薬局
薬剤師

電子処方箋
管理サービス

①処方箋登録 ②処方箋受付

③疑義照会

⑤調剤結果登録

④処方箋再発行※3

④薬剤変更

実際には調剤されない処方箋が発生し、
次回受付時に不要な処方箋が表示され、
混乱を招く

！
電子処方箋

管理サービス

処方箋情報

変更しない※2

電子カルテシステム上に
薬剤の変更を記録※1

医師・
歯科医師

医療機関

薬局
薬剤師

疑義照会の結果、
薬剤を変更

薬局 薬局
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電子処方箋の導入前や導入後に確認すべき資料
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○ 電子処方箋未導入の施設や導入を検討中の施設向けの資料は厚生労働省HPに掲載しています。電子処方箋

の概要やメリット、補助金情報等をご確認いただけます。

○ 電子処方箋をこれから導入する施設、導入済みの施設向けの資料は、医療機関等向け総合ポータルサイトに掲

載しています。運用マニュアルやよくある質問、電子処方箋のTips等をご確認いただけます。

厚生労働省HP（医療機関・薬局向け） 医療機関等向け総合ポータルサイト

対象 未導入の施設、導入を検討している施設 これから導入する施設、導入済み施設

掲載内容
電子処方箋概要・導入状況、導入メリット、補助金情
報等

導入作業手引き、運用マニュアル、申請手続方法、電
子署名の実施方法等

ウェブサイト
URL

https://www.mhlw.go.jp/stf/denshishohousen.html https://iryohokenjyoho.service-
now.com/csm?id=ep_top

https://www.mhlw.go.jp/stf/denshishohousen.html
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=ep_top
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=ep_top
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=ep_top


導入にあたっての参考資料
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全体

厚労省ホームページ

補助金について

補助金の申請 税制の活用
デジタル化・

AI導入補助金

導入状況

ダッシュボード 先進事例

電子署名について

電子署名の準備や
利用方法

導入手順

準備作業の手引き

電子署名に係る申請

日本医師会 MEDIS

掲載している二次元コードは令和8年7月時点の情報です。リンク先に遷移できない場合は厚生労働省ホームページよりご確認ください。電子処方箋

医療機関

活用事例スターターキット

薬局医療機関

IT用語集

IT関連用語

見積チェックリスト

医療機関 薬局

利用申請 運用開始日入力

電子処方箋運用開始に向けた申請

診療報酬制度

基本機能

電子処方箋システムの
必要最小限の基本機能

Tips集

電子処方箋Tips集

日本薬剤師会



未導入施設・導入済み施設向けの参考資料
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https://www.mhlw.go.jp/conte
nt/11120000/001716303.pdf

https://www.mhlw.go.jp/conte
nt/11120000/001590879.pdf

電子処方箋導入スターターキット 電子処方箋導入補助金

導入済み施設向け

よくある質問（FAQ）電子処方箋Tips運用上の参考資料

https://www.mhlw.go.jp/conte
nt/11120000/001099005.pdf

https://iryohokenjyoho.service-
now.com/csm?id=kb_article_view&sys_kb_id=9

c189ba32f1d43902d7d413fafa4e3e6

https://iryohokenjyoho.service-
now.com/csm?id=kb_article_view&sys_kb_id

=4874cae52bd443908cc7f4645e91bf76

https://iryohokenjyoho.service-
now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_arti

cle=KB0010040

未導入施設向け

医療機関 薬局

https://www.mhlw.go.jp/content/11120000/001716303.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11120000/001716303.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11120000/001590879.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11120000/001590879.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11120000/001099005.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11120000/001099005.pdf
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sys_kb_id=9c189ba32f1d43902d7d413fafa4e3e6
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sys_kb_id=9c189ba32f1d43902d7d413fafa4e3e6
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sys_kb_id=9c189ba32f1d43902d7d413fafa4e3e6
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sys_kb_id=9c189ba32f1d43902d7d413fafa4e3e6
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sys_kb_id=4874cae52bd443908cc7f4645e91bf76
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sys_kb_id=4874cae52bd443908cc7f4645e91bf76
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sys_kb_id=4874cae52bd443908cc7f4645e91bf76
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sys_kb_id=4874cae52bd443908cc7f4645e91bf76
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0010040
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0010040
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0010040
https://iryohokenjyoho.service-now.com/csm?id=kb_article_view&sysparm_article=KB0010040
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